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抄録

【背景・目的】従業員が運動を行わない理由に「時間がない」，「やり方がわからない」

等がある. 本研究では健康運動指導士が就業時間の中で短時間の運動の伴走支援をリ

モートで行うことにより，従業員が運動を促進するかを検証した.
【方法】健康経営推進企業の協力を得て，20〜70 歳の男女 20 名の従業員を確保し，運

動の伴走支援に協力する介入群 10 名，それ以外の非介入群 10 名に分け，介入群には 2
週間に 1 回（1 人 30 分），計 6 回の伴走支援を就業時間内に行った. 伴走支援では健康

運動指導士が個々の対象者の属性，生活習慣，勤務日の行動時間，仕事の特性などを理

解し，対象者に寄り添いながら運動プログラムの実行をリモートで支援した. 各対象者

は運動目標を設定し，健康管理アプリを使った日々の運動・食事・体重入力や２週間毎

の面談日誌での振り返りを行い，これらのデータを健康運動指導士と共有し，適切な指

導を受け運動習慣改善にチャレンジした. 介入前後で実施した体力テスト，活動量計測，

アンケート調査結果を検証した.
【結果】介入群は減量（BMI 改善），腹囲減，身体活動量増で有意性が確認された. ま
た，朝食欠食，睡眠，心の健康，ワークエンゲージメント指標等で改善傾向がみられた.
【結論】健康運動指導士が就業時間内にリモートで伴走支援することで，勤務日の様々

な制約の中でも従業員が身体活動量を有意に増加させ、減量，腹囲減にも効果がでる可

能性が示唆された.
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１．はじめに

我が国は少子・高齢社会に入り，人口構

成比の変化による労働人口が減少傾向に

ある. 企業にとっては存続・発展に向けて，

労働力の確保・維持は重要な経営課題で

あり，採用・雇用延長に向けて従業員の健

康づくりに対する投資(人的資本投資)に
力点を置く健康経営に取り組む企業が増

加している 1)2). 
健康経営は，従業員等の健康管理を経

営的な視点で考え，戦略的に実践し，従業

員の活力ある職業人生をもたらし，労働

人口減少下においても企業の存続発展に

貢献し，企業の生産性向上・企業価値の向

上を目指すとともに，国民生活の質の向

上や医療費適正化など社会課題の解決に

もつながる施策として，経済産業省や厚

生労働省が中心となりその環境整備に力

を入れている. 健康経営を推進する上で，

土台となる従業員の健康づくりでは，健

康管理や心と身体の健康づくりの基本で

ある食事・栄養，運動，休養(睡眠)，飲酒・

喫煙といった従業員自身の生活習慣領域

の改善施策が健康経営の実践面でも重視

されている 3). 
生活習慣の中では毎日摂取する食事の改

善に比べ，運動は一般的に運動実施率が低

い傾向にある. 企業に勤務する従業員は仕

事や家事などからくる様々な制約や，運動

経験，運動意識の違いから運動習慣を改善

することへの時間的制約や心理的制約など

の阻害要因 4)も存在し，運動実施率は低い

傾向にある（令和 3 年度スポーツ庁の調査

によれば, 成人の週 3 回以上のスポーツ実

施率は 30.4%）.  

生活習慣領域の改善について，先行研究

では健康管理アプリの食事・運動実績管理

と人工知能（以下,AI）アドバイス機能によ

り食事と活動量を改善し減量に効果がある

報告 5)や，専門家による指導とスマホアプリ

の活用をあわせた減量介入研究もでてきて

いる 6).
企業に勤務する従業員を対象とした先行

研究では，リモート会議システムを活用し

た減量指導 7)や，ウォーキングアプリを活用

したものがあるものの，運動全般について

健康管理アプリを活用した研究は少ないと

理解する.  
企業に勤務する従業員は，年代も幅広

く仕事特性や立場の違いがあり，日々の

運動時間の制約や，運動経験，運動意識が

さまざまであるため，運動促進に向けた

施策には様々な課題があると想定され，

それらの解決に向けた研究に意義がある

と考えた.  
本研究では従業員向けの健康増進施策

に関心のある健康経営推進企業に着目し，

従業員の会社における時間的制約と心理

的制約を低減するため，就業時間の一部

を実践研究用に活用する承諾をいただい

た. その下で，健康管理アプリを活用した

リモート運動促進プログラムを個別に用

意し，健康運動指導士が従業員の伴走支

援を行うことで，従業員が運動目標達成

に向けて運動を促進するかを明らかにす

ることを、本研究の目的とする.  
併せて，運動の伴走支援を通じて従業

員の生活習慣・健康経営評価指標にどの

ような変化が見られるかを分析し，健康

経営を推進する企業の実践的な施策にな

るか検討する.  

２．方法

2-1. 企業への研究協力依頼の経緯

研究者の機縁により健康経営推進に理

解のある複数企業に研究協力を打診し，

興味を持った企業 2 社に対し書面にて研

究協力依頼書を説明し，1 社から研究協力

承諾を得た. 他の 1 社は会社としての承

諾は得られなかったが，会社支援の基で

所属従業員 2 名の個人参加了解を得た. 

2-2. 対象者の確保

対象者は医師から運動禁忌とされてい

ない従業員 20 名（男性 16 名，女性 4 名）

とし，介入群（体力テスト・健康管理アプ

リ入力・伴走支援に協力する従業員）10 名

（男性 4 名，女性 4 名，個人参加男性 4
名），非介入群-2（体力テストに協力する

従業員）5 名（全て男性），非介入群-1（ア

ンケート調査のみに協力する従業員）5 名

（全て男性）を確保した（表 1）. 
介入群は内勤者が 7 名であった. 
なお，研究協力要請に基づく対応のた

め，ランダムな割付は行っていない. 

2-3. 実施場所

① 研究協力企業の大会議室

実践研究説明会，体力テスト，運動デモ

ンストレーション，伴走支援の初回面談，

健康管理アプリ利用説明会で利用した. 
研究協力承諾企業の了解を得て，個人

参加者 2 名（他社）も利用した. 
② リモート会議システム

介入群対象者の伴走支援で利用した. 

2-4. 実施期間

令和 5 年 9 月 1 日から 11 月 30 日まで

の 3 ヶ月間を介入期間とした. 

2-5. 実施概要

非介入群と介入群に対し，実証研究プ

ロジェクト説明会を開催し，目的，協力依

頼内容，スケジュールの説明を行なった. 

図 1 実践研究スケジュール

表 1 研究対象者群と協力内容
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介入群には，リモート運動促進プログ

ラムを提供した. 健康管理アプリを活用

した日々の運動・食事・体重入力と健康運

動指導士（以下，運動士）による伴走支援

を 2 週間毎に計 6 回（1 人 1 回当たり 30
分）行なった. 対象者 10 名に対し，個人

指導経験豊富な運動士 2 名（1 人当たり 5
名）が伴走支援を担当した.  
介入対象者は，それぞれ希望する運動

目標を初回面談にて決定した. 「減量・腹

囲減」が 8 名（研究協力企業の従業員男

性 4 名，女性 4 名，個人参加者・男性 1
名），「体力向上」が 1 名（研究協力企業の

男性），「腰痛改善」が 1 名（個人参加者・

男性）であった.  
研究実施期間の前・後で身体活動量計

測・体力テスト（体組成計測・姿勢写真撮

影を含む），アンケート調査を行なった. 
介入対象者の身体特性や生活習慣，運動

状況の理解を深めるため，介入前のデー

タは，初回面談事前情報として運動士に

提供した.  
2 回目以降の伴走支援面談では，個別運

動面談表と個別食事分析表を研究者が事

前準備し，運動士が活用した.  
運動面談表には，体重変化，運動実績，

身体の痛み状況，生活習慣状況の過去２

週間の振り返り文章を対象者からメール

にて事前入手し，記載した. 対象者自身が

振り返りを行うことは行動的マネジメン

ト技法として有効であり 8)，本研究でも採

用した. また，食事分析表は，健康管理ア

プリの過去 2 週間の食事入力結果を基に

カロリー・糖質・塩分摂取量を分析し，1
日当たりの平均摂取量を記載した. これ

らは運動士が対象者一人当たり 30 分の

面談時間内での指導品質の向上に役立て

た.  
 
2-5-1. 健康管理アプリ 

本研究では株式会社リンクアンドコミ

ュニケーションの“カロママプラス”を利

用した. 同アプリは対象者の生活習慣を

把握するため日々の運動・食事・体重実績

を対象者自身がスマホで入力し，そのデ

ータは同社のクラウドでデータ管理され

ており，研究者と運動士が研究・指導用に

データ閲覧が可能であったため，各対象

者が日々どのような食事・運動をしたか

を面談前に把握し，指導に活用できた.  
研究者は健康管理アプリ利用説明会を

対象者向けに開催し，アプリのインスト

ールからアカウント登録・操作方法を説

明し，全員が利用できるまで支援した.  

 
2-5-2. 運動士の伴走支援 

介入対象者の信頼を得て，互いに理解

し適切な情報を提供するため，運動士が

対象者とのチャンネルとなって 2 週間毎

に伴走支援を行なった.  
 
 

図 2 健康管理アプリの概要と画面抜粋

 

① 初回面談 
初回は対面により，対象者の生活習慣

や身体の特徴をより深く理解し，希望す

る運動目標を決定の上，適切な運動メニ

ュー選定と実演を行なった.  
面談結果は，面談表と運動メニュー表

にまとめ，次回面談までの２週間の活動

ガイドとして研究者から対象者へメー

ルで提供した（以降,  毎回提供）.  
 

② ２回目以降面談 
２回目以降は，リモート会議システム

を通じ，対象者の過去 2 週間の生活習慣

（運動・食事・飲酒など）と体重や痛み

の変化の状況を聞き，改善に向けた適切

なアドバイスや実演を交え，運動メニュ

ーの見直し修正や食事指導，飲酒制限な

どを行なった.  

 
③ 運動メニュー表 

運動士と研究者とで共通の運動メ

ニュー項目候補（有酸素系 6 項目，レ

ジスタンス系 12 項目，コンディショ

ニング系 10 項目，日常活動系 14 項

目）を設計し，活用した. 対象者の運

動目標達成に向けて，運動経験・実施

状況，体力，年齢，身体状態等を考慮

し，面談にて実演を踏まえながら運動

メニューの選定（項目と回数）を行な

った. 目標が減量の場合で運動経験

がない対象者には，初回面談で有酸素

系のウォーキング（速歩）やラジオ体

操，レジスタンス系の軽いスクワット，

コンディショニング系の肩回しや背

中伸ばしなどを実演し，対象者ができ

そうか確認し，初回メニューとして合

意の上，確定した. ２回目以降は対象

者の実績状況に応じて都度メニュー

の見直しを行なった.  
運動士は個々人の調査結果を基に，

運動可能な時間帯や運動メニュー内

容を吟味し，対象者毎に実現性の高い

メニューの実行パターン（表 2）を提

案し，合意を得ることに努め，「個別

運動メニュー表」の“自分で 10 分以

上運動できる時間帯の選択と運動メ

ニュー区分”を確定した.  

 
④ 食事分析表（表 10） 

健康管理アプリの日々の食事入力

結果（朝食，昼食，夕食，間食）から

分析された摂取カロリー・糖質・塩分

表 2 運動実行パターン（例）

図 3 健康運動指導士による初回面談

図 4 2 回目以降のリモート面談
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介入群には，リモート運動促進プログ

ラムを提供した. 健康管理アプリを活用

した日々の運動・食事・体重入力と健康運

動指導士（以下，運動士）による伴走支援

を 2 週間毎に計 6 回（1 人 1 回当たり 30
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指導経験豊富な運動士 2 名（1 人当たり 5
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図 2 健康管理アプリの概要と画面抜粋

 

① 初回面談 
初回は対面により，対象者の生活習慣

や身体の特徴をより深く理解し，希望す

る運動目標を決定の上，適切な運動メニ

ュー選定と実演を行なった.  
面談結果は，面談表と運動メニュー表

にまとめ，次回面談までの２週間の活動

ガイドとして研究者から対象者へメー

ルで提供した（以降,  毎回提供）.  
 

② ２回目以降面談 
２回目以降は，リモート会議システム

を通じ，対象者の過去 2 週間の生活習慣

（運動・食事・飲酒など）と体重や痛み

の変化の状況を聞き，改善に向けた適切

なアドバイスや実演を交え，運動メニュ

ーの見直し修正や食事指導，飲酒制限な

どを行なった.  

 
③ 運動メニュー表 

運動士と研究者とで共通の運動メ

ニュー項目候補（有酸素系 6 項目，レ

ジスタンス系 12 項目，コンディショ

ニング系 10 項目，日常活動系 14 項

目）を設計し，活用した. 対象者の運

動目標達成に向けて，運動経験・実施

状況，体力，年齢，身体状態等を考慮

し，面談にて実演を踏まえながら運動

メニューの選定（項目と回数）を行な

った. 目標が減量の場合で運動経験

がない対象者には，初回面談で有酸素

系のウォーキング（速歩）やラジオ体

操，レジスタンス系の軽いスクワット，

コンディショニング系の肩回しや背

中伸ばしなどを実演し，対象者ができ

そうか確認し，初回メニューとして合

意の上，確定した. ２回目以降は対象

者の実績状況に応じて都度メニュー

の見直しを行なった.  
運動士は個々人の調査結果を基に，

運動可能な時間帯や運動メニュー内

容を吟味し，対象者毎に実現性の高い

メニューの実行パターン（表 2）を提

案し，合意を得ることに努め，「個別

運動メニュー表」の“自分で 10 分以

上運動できる時間帯の選択と運動メ

ニュー区分”を確定した.  

 
④ 食事分析表（表 10） 

健康管理アプリの日々の食事入力

結果（朝食，昼食，夕食，間食）から

分析された摂取カロリー・糖質・塩分

表 2 運動実行パターン（例）

図 3 健康運動指導士による初回面談
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データを研究者がクラウドから入手

し，個人別に集計し，過去 2 週間毎の

1 日平均摂取量として計算し，運動士

と共有した.  
運動士は 2 週間毎の 1 日平均摂取

量の推移表と過去 2 週間の日々の食

事入力結果をみて，面談時に食事メニ

ューに対する改善アドバイスを行な

った.  
 

⑤ 個別面談表の活用 
面談前に，過去２週間の運動目標に

対する結果，運動実績，痛みの状況，

生活習慣状況の振り返り文面を研究

者が事前に従業員からメールにて入

手し，面談表に転記した. 運動士はで

きたことを褒め，課題を指摘しその克

服するためのアドバイスを行い，運動

に関しては必要に応じてメニューや

実行パターンを見直し，実演指導など

交えて面談を進め，最後にその後の 2
週間の運動や生活習慣改善をガイド

した. 面談終了後，運動士がコメント

を追記した面談表は，運動メニュー表

と併せて従業員にメールにて送付し，

対象者が面談結果を確認できるよう

にした.  
 

2-6. 対象者の属性 

2-6-1. 基本属性 
対象者は東京都 23 区内にある建設施

工会社の従業員 18 名と，個人参加 2 名の

計 20 名であり，職種は，営業職 3 名，専

門職 7 名，管理職 7 名，事務職 3 名，婚

姻は，既婚者 12 名，未婚者 8 名，同居は，

同居者 17 名，単身者 3 名であった.  
 
2-6-2. 対象者の身体特性 

対象者の同意のもとで提供された直近

（令和 4 年度）の健康診断結果から，身

体特性（年齢，身長，体重，BMI，腹囲）

を抽出した（表 3）. また，同様に空腹時

血糖値，HbA1C，中性脂肪，HDL /LDL
コレステロール値を抽出し，メタボ判定

基準に従って判定を行なった.  
介入群ではメタボリック・シンドロー

ム該当者 2名，メタボ予備群該当者 2名，

非介入群-1,2 ではメタボリック・シンド

ローム該当者 3 名であった.  
 

2-6-3. 運動実施状況 
  研究対象者の運動の実施状況を運動行

動の変容段階（5 ステップ）9)を用いて事

前と事後で調査した.  
事前調査によれば，現在運動を実施し

ていない人（ステップ 1,2）が 8 名，定期

的ではないが運動を実施している人（ス

テップ 3）が 6 名，定期的に運動している

表 3 対象者の身体特性

 

人（ステップ 4,5）が 6 名であった（表 8）.  
 
2-6-4. 勤務日の行動時間の把握 

企業に勤務する従業員は，1 日の内，約

半日を仕事のために過ごしており，自由

に使える時間には物理的制約があり，運

動指導を行う際，考慮する必要がある.  
研究対象者の勤務日の一般的な行動時

刻を起床，家出発，会社到着，仕事着手，

仕事終了，会社退出，家到着，就眠に分け

て時刻を調査し，“睡眠”，“通勤”，“勤務”，

“その他”時間帯に 4 分類した（表 7）.  
研究協力企業の従業員 18 名は，通勤時

間，勤務時間が個人参加者 2 名に比べて

長めで，介入群（n=8）では“睡眠”6.1 時

間，“通勤”2.1 時間，“勤務”9.1 時間，

“その他”8.7 時間であった.  
 
2-7. アンケート調査（事前・事後で実施） 
2-7-1. 生活習慣指標 

現在の生活習慣として，朝食を抜くこ

とがあるか，飲酒の習慣はあるか，現在タ

バコを吸っているか，睡眠で十分休養が

取れているかを 2 件法（はい，いいえ）で

尋ねた. また，ヘルスリテラシーについて

は職場のヘルスリテラシー尺度（5 項目）

10）を使用し，5 件法の平均値を使用した. 
健康行動意識は 6 項目の質問を用意し，5
件法の平均値を使用した.  

これらの調査結果は，初回面談前の本

人の生活習慣を理解することにも活用し

た.  
 

2-7-2. 健康経営指標 
過去 4 週間の自身の仕事の評価を表す

「プレゼンティーズム」は SPQ（Single-

Item Presenteeism Question 東大 1 項目

版）の数値を使用した. 過去 4 週間に，病

気やけがなどの体調不良で何日仕事を休

んだかを表す「アブセンティーズム」はそ

の日数を使用した. 仕事に積極的に向か

い活力を得ている状態を表す「ワークエ

ンゲージメント」はユトレヒト・ワークエ

ンゲージメント尺度（3 項目版）の 3 項目

平均値を使用した. 「心の健康」はストレ

スチェック K6 の 6 項目平均値を使用し

た. 「ウェルビーイング」は WHO-5 尺度

の 5 項目の合計値を使用した. 「主観的健

康感」は 5 件法により良い，まあ良いと

回答した人を１，それ以外を０としその

合計値から群ごとの平均値を使用した. 
「職場の一体感」は新職業性ストレス簡

易調査票尺度の職場の一体感の 3 項目に

ついて 5 件法の平均値を使用した.  
運動士による伴走支援によってもたら

される従業員の生活習慣の改善行動がこ

れらの健康経営指標にどう影響するかの

分析に活用した.  
 

2-8. 体力テスト（事前・事後で実施） 
体力テストは協力企業の就業時間内の

2 時間で 15 名が完了できるよう，綿密な

計画を立て，行なった.  
体力の測定項目は協力企業の会議室ス

ペース内で実施できる握力（竹井機器工

業株式会社スメドレー式握力計），長座体

前屈，閉眼片脚立ち，30 秒椅子立ち上が

りを選定した.  
体組成計（株式会社インボディ・ジャパ

ン製 Inbody370）を会議室に持ち込み計

測した. 身長は直近の健診結果のデータ

を活用し，腹囲は当日メジャーを用いて
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データを研究者がクラウドから入手
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運動士による伴走支援によってもたら

される従業員の生活習慣の改善行動がこ

れらの健康経営指標にどう影響するかの

分析に活用した.  
 

2-8. 体力テスト（事前・事後で実施） 
体力テストは協力企業の就業時間内の

2 時間で 15 名が完了できるよう，綿密な

計画を立て，行なった.  
体力の測定項目は協力企業の会議室ス

ペース内で実施できる握力（竹井機器工

業株式会社スメドレー式握力計），長座体

前屈，閉眼片脚立ち，30 秒椅子立ち上が

りを選定した.  
体組成計（株式会社インボディ・ジャパ

ン製 Inbody370）を会議室に持ち込み計

測した. 身長は直近の健診結果のデータ

を活用し，腹囲は当日メジャーを用いて
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測定した.  
また，当日は姿勢写真撮影（デジタルカ

メラによる正面と左側面画像）を実施し，

後日，画像データ分析（株式会社ネクスト

システム製 VP Analyzer を利用）を行な

った. VP Analyzer は画像データを 30 点

の骨ポイント表示することができ（図 5），
これらを参照し姿勢分析を行なった. 正
面では骨盤と肩の左右傾きが水平で，側

面では重心線が耳，肩峰，股関節，膝関節，

踵骨位置まで垂直でやや後方が立位にお

ける正常アラインメント 11)を基準とし，

判定した.  
 
 
 
 
 
 

2-9. 身体活動量（事前・事後で実施） 
オムロン株式会社製活動量計（HJA-

404）を使い，介入前後の対象者の歩数計

測を行なった. 活動量計は起床から就寝

までを 1 週間装着してもらい，1 日の歩

数，早歩き歩数，階段上り歩数結果データ

を 1 週間分集計し，平日（勤務日）平均値

と休日平均値を計算した.  
 

2-10. 統計分析 
体力，腹囲，体組成，身体活動量計測結

果の介入前後の比較には対応のある t 検

定，および Wilcoxon の符号付き順位検定

を実施した. アンケート結果（生活習慣指

標，健康経営評価指標）は記述統計分析を

行なった. 統計学的有意水準は 5％とし，

解析には SPSS Statistics 27.0（日本ア

イ・ビー・エム）を使用した.  
 
2-11. 倫理的配慮 

日本学術振興会研究倫理，並びに健康

運動指導研究助成研究倫理を遵守した. 
協力企業には，研究目的・趣旨・概要を説

明し，事前アンケート冒頭にて賛同いた

だいた方々を対象者とした. 調査データ

は個人特定ができないよう配慮し，また，

研究終了前に参加離脱希望があれば，そ

の方の調査データは削除し研究には使用

しないものとした.  
 
３．結果

 
3-1. 体組成の変化（表 4） 
「減量・腹囲減」を運動目標とし，健康

管理アプリで日々の食事・運動・体重入力

を行い，2 週間に一度の運動士による伴走

支援を受けた介入群 8 名（男性 4 名，女

性 4 名，個人参加を除く）に体重（p=.011, 
t=3.43, Cohen の d=1.212），BMI（p=.011, 
t=3.46, Cohen の d=1.222），腹囲（p=.009, 
t=3.62, Cohen の d=1.279）に有意な変化

（p<0.05）が認められ，その効果量（ES）
も大きいと解釈された. 体脂肪率の有意

な変化は認められなかった.  
一方，体力テストのみ実施し，健康管理

アプリは使用せず，運動士による伴走支

援を受けなかった非介入群-2（n=5）は，

体重，BMI，腹囲に有意な変化は認められ

ず，体脂肪率（p=.012, t=-4.41, Cohen の

d=0.17 ）に有意な変化（p<0.05）が認め

られたが，その効果量（ES）は小さい.  

図図  55 VVPP  AAnnaallyyzzeerr のの姿姿勢勢分分析析（（例例））  

 

 
3-2. 体力テスト結果の変化（表 4） 

「減量・腹囲減」を運動目標とした介入

群（n=8）では，介入前後で握力，長座体

前屈，閉眼片脚立ち，30 秒椅子立ち上が

りテスト（30CES）で，有意な変化は認め

られなかった.  
非介入群−2（n=5）では，握力（p=.045, 

t=-2.89, Cohen の d=-.18 ）に有意な変化

（p<0.05）が認められ，その効果量（ES）
は小さいと解釈された. また，それ以外の

結果には有意な変化は認められなかった.  
 
3-3. 身体活動量計の変化（表 5） 

介入群で，平日の早歩き歩数（p<.001, 

t=3.50, Cohenのd=.67）に有意（p<0.05）
な変化が認められ，その効果量（ES）は

やや大きいと解釈された. 平日の歩数と

階段上がり歩数に増加傾向があるものの，

有意性は認められなかった. 休日は階段

上がり歩数に増加，歩数と早歩き歩数に

減少傾向が見られたが，有意性は認めら

れなかった.  
非介入群-1,2 の身体活動量計測は行な

っていない.  
 
3-4. 姿勢写真分析結果の変化 

介入群の運動目標「腰痛削減」を希望し

た対象者の写真分析では，正面で O 脚が

若干改善し，重心線が後方への改善がみ

表 4 体組成と体力の変化（事前と事後）

表 5 身体活動量（歩数）の変化（事前と事後）
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られた. 運動目標「減量・腹囲減」を希望

した対象者 7 名と「体力向上」を希望し

た対象者１名のうち，重心線が後方に改

善したものが 6 名，股関節前面が伸び骨

盤前傾が改善されたものが 7 名みられた

（プライバシー保護のため結果非掲載）.  
 
3-5. 運動行動の変化（表 8） 
非介入群-1（n=5）では，定期的に 6 ヶ

月以上運動している（ステップ 5）2 名の

内 1 名が運動をしているが定期的ではな

い（ステップ 3）となった.  
非介入群-2（n=5）では，定期的ではな

いが運動している（ステップ 3）2 名の内

１名が定期的に運動する（ステップ 4）よ

うになった.  
介入群-1（n=8）では，運動していない

が運動を始めようと思っている（ステッ

プ 2）3 名が運動をしている（ステップ 3,4）
に変化し，6 ヶ月以上継続して定期的に運

動している（ステップ 5）1 名が，定期的

ではないが運動している（ステップ 3）に

変化した. 介入群-2（個人参加 2 名）は運

動を実施しており，ステップ数の変化は

なかった.  
 
3-6. アンケート結果の変化（表 9） 
非介入群-1 では，「ウェルビーイング」，

「ワークエンゲージメント」，「心の健康」，

「ヘルスリテラシー」，「朝欠食」が悪化し，

「プレゼンティーズム」，「主観的健康観」，

「健康行動意識」，「飲酒」，「睡眠不足」が

改善した（それ以外は変化なし）.  
非介入群-2 では，「睡眠不足」，「心の健

康」，「ワークエンゲージメント」が悪化し，

「残業」，「ウェルビーイング」，「プレゼン

ティーズム」，「職場の一体感」，「健康行動

意識」が改善した（それ以外は変化なし）.  
介入群-1 では，「ウェルビーイング」，「ア

ブセンティーズム」，「ワークエンゲージ

メント」，「職場の一体感」，「心の健康」，

「健康行動意識」，「朝欠食」，「睡眠不足」

が改善し，「飲酒」が悪化した（それ以外

は変化なし）.  
介入群-2 では，「ウェルビーイング」，「ワ

ークエンゲージメント」，「職場の一体感」，

「心の健康」，「朝欠食」，「飲酒」が改善し，

「プレゼンティーズム」，「ヘルスリテラ

シー」，「健康行動意識」が悪化した（それ

以外は変化なし）.  
 
3-7. ２週間毎の食事分析結果（表 10） 
介入群-1,-2（n=10）の全体平均推移は，

「カロリー摂取量（1 日）」は介入期間中

1,751kcalから 1,934kcalの範囲で変動し，

全期間平均は 1,856kcal であった. 「糖質

摂取量（1 日）」は，241g から 188g の範

囲で変動し，全期間平均は 215gであった.  
「食塩摂取量（1 日）」は，12.4g から

10.2g の範囲で変動し，全期間平均は 11g
であった.  
女性のデータでは，カロリー摂取量・糖

質摂取量・食塩摂取量ともに２週間毎に

継続的な減少傾向が見られた. 男性のデ

ータでは，食塩摂取量が２週間毎に継続

的な減少傾向が見られた.  
 

3-8. 介入期間中の介入群の減量比率推移 
介入群-1,-2（n=10）の体重の減量比率

を介入開始時点である 9 月 1 日の体重を

1.0 とした推移グラフ（図 6）で表した.  
全体平均値では，介入開始後減量傾向

 

が見られ 9 月 30 日時点でマイナス 1％程

度まで減量し，10 月に入り若干上昇傾向

となり 10 月 31 日時点でマイナス 0.1%
程度まで揺り戻しがあり，11 月に入り 5
回目のリモート面談以降再び減少傾向と

なり，11 月 30 日時点でマイナス 2.1%と

なった.  
 
3-9. 介入参加者の意見や感想 

介入終了後に参加者に対しリモート・

インタビューとアンケート調査を行った.  
インタビューは「健康運動指導士の伴

奏支援について」，「健康管理アプリにつ

いて」，「仕事や生活面での制約だったこ

と」，「自分にとって改善できたこと」につ

いて質問し，結果をビデオで記録し，後日

文章化を行った（表 11）.  
「健康運動指導士の伴奏支援について」

は好意的で前向きな感想が大半であった. 
「健康管理アプリについて」は，アプリを

使って生活習慣を改めて考えたことが良

かった意見もあったが，入力への慣れ入

力のしづらさの意見が多かった. 「仕事や

生活面での制約だったこと」は，仕事の忙

しさや職場環境，家庭環境（家族との夕食

時間）などがあった. 「自分にとって改善

できたこと」は，運動や食事の改善意識が

芽生えた，本気で取り組み減量できた，階

段上り下りが楽になった，参加者同士で

励まし合いコミュニケーションにつなが

った，などであった.  
また，アンケートは WEB アンケート

システムを利用し，「事前体力テスト後の

危機感（3 項目を 5 件法で質問）」，「運動

目標達成度（4 件法で質問）」，「健康運動

指導士の伴奏支援について（6 項目を 5 件

法で質問）」，「運動モチベーション維持に

役立ったツール（5 種類のツールを 2 件

法で質問）」を行った（図 7）.  
「事前体力テスト後の危機感」は体力を

向上せねばならない（4.0 点）が高得点で

あった. 「運動目標達成度」は，腰痛改善

目標設定者が“達成できた（1 名）”，体力

向上目標設定者が“ほぼ達成できた（1 名）”

に対し，減量・腹囲減目標設定者では“少

しは達成できた（7 名）”が最も多かった. 
「健康運動指導士の伴奏支援について」

は，“運動の励みとなった（4.3 点）”，“信

頼できた（4.3 点）”が高得点であった.  
「運動モチベーション維持に役立ったツ

ール」は，“姿勢写真分析結果（8 名）”と

“体重推移グラフ（6 名）“が多かった.  

４．考察

本研究では，企業の協力を得て，従業員

1 人当たり 1 回 30 分で月 2 回の就業時間

を使って，3 ヶ月間の運動士による伴走支

援の介入を行なった. 参加した従業員は

本研究を通じて痩せたい，体力をつけたい，

痛みを削減したいといった想いを運動目標

として設定し，目標達成を目指して通勤時

間帯や勤務時間帯の休憩時間，その他時間

帯の中でも自ら工夫を凝らし，運動士の提

案メニューや各種アドバイスを受け止め，

意思を持って運動や食事などの改善を行っ

た.  これらに関して以下に考察する. 
 
4-1. 運動の促進について 

運動を生活パターンに組み込む行動プ

ランの提示は運動の継続に有意とされて

いる 12）.  
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プ 2）3 名が運動をしている（ステップ 3,4）
に変化し，6 ヶ月以上継続して定期的に運

動している（ステップ 5）1 名が，定期的

ではないが運動している（ステップ 3）に

変化した. 介入群-2（個人参加 2 名）は運

動を実施しており，ステップ数の変化は

なかった.  
 
3-6. アンケート結果の変化（表 9） 

非介入群-1 では，「ウェルビーイング」，

「ワークエンゲージメント」，「心の健康」，

「ヘルスリテラシー」，「朝欠食」が悪化し，

「プレゼンティーズム」，「主観的健康観」，

「健康行動意識」，「飲酒」，「睡眠不足」が

改善した（それ以外は変化なし）.  
非介入群-2 では，「睡眠不足」，「心の健

康」，「ワークエンゲージメント」が悪化し，

「残業」，「ウェルビーイング」，「プレゼン

ティーズム」，「職場の一体感」，「健康行動

意識」が改善した（それ以外は変化なし）.  
介入群-1 では，「ウェルビーイング」，「ア

ブセンティーズム」，「ワークエンゲージ

メント」，「職場の一体感」，「心の健康」，

「健康行動意識」，「朝欠食」，「睡眠不足」

が改善し，「飲酒」が悪化した（それ以外

は変化なし）.  
介入群-2 では，「ウェルビーイング」，「ワ

ークエンゲージメント」，「職場の一体感」，

「心の健康」，「朝欠食」，「飲酒」が改善し，

「プレゼンティーズム」，「ヘルスリテラ

シー」，「健康行動意識」が悪化した（それ

以外は変化なし）.  
 
3-7. ２週間毎の食事分析結果（表 10） 

介入群-1,-2（n=10）の全体平均推移は，

「カロリー摂取量（1 日）」は介入期間中

1,751kcalから 1,934kcalの範囲で変動し，

全期間平均は 1,856kcal であった. 「糖質

摂取量（1 日）」は，241g から 188g の範

囲で変動し，全期間平均は 215gであった.  
「食塩摂取量（1 日）」は，12.4g から

10.2g の範囲で変動し，全期間平均は 11g
であった.  

女性のデータでは，カロリー摂取量・糖
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ータでは，食塩摂取量が２週間毎に継続

的な減少傾向が見られた.  
 

3-8. 介入期間中の介入群の減量比率推移 
介入群-1,-2（n=10）の体重の減量比率

を介入開始時点である 9 月 1 日の体重を

1.0 とした推移グラフ（図 6）で表した.  
全体平均値では，介入開始後減量傾向

 

が見られ 9 月 30 日時点でマイナス 1％程

度まで減量し，10 月に入り若干上昇傾向

となり 10 月 31 日時点でマイナス 0.1%
程度まで揺り戻しがあり，11 月に入り 5
回目のリモート面談以降再び減少傾向と

なり，11 月 30 日時点でマイナス 2.1%と

なった.  
 
3-9. 介入参加者の意見や感想 

介入終了後に参加者に対しリモート・

インタビューとアンケート調査を行った.  
インタビューは「健康運動指導士の伴

奏支援について」，「健康管理アプリにつ

いて」，「仕事や生活面での制約だったこ

と」，「自分にとって改善できたこと」につ

いて質問し，結果をビデオで記録し，後日

文章化を行った（表 11）.  
「健康運動指導士の伴奏支援について」

は好意的で前向きな感想が大半であった. 
「健康管理アプリについて」は，アプリを

使って生活習慣を改めて考えたことが良
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生活面での制約だったこと」は，仕事の忙
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また，アンケートは WEB アンケート
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危機感（3 項目を 5 件法で質問）」，「運動
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指導士の伴奏支援について（6 項目を 5 件

法で質問）」，「運動モチベーション維持に

役立ったツール（5 種類のツールを 2 件

法で質問）」を行った（図 7）.  
「事前体力テスト後の危機感」は体力を

向上せねばならない（4.0 点）が高得点で

あった. 「運動目標達成度」は，腰痛改善

目標設定者が“達成できた（1 名）”，体力

向上目標設定者が“ほぼ達成できた（1 名）”

に対し，減量・腹囲減目標設定者では“少

しは達成できた（7 名）”が最も多かった. 
「健康運動指導士の伴奏支援について」

は，“運動の励みとなった（4.3 点）”，“信

頼できた（4.3 点）”が高得点であった.  
「運動モチベーション維持に役立ったツ

ール」は，“姿勢写真分析結果（8 名）”と

“体重推移グラフ（6 名）“が多かった.  

４．考察

本研究では，企業の協力を得て，従業員

1 人当たり 1 回 30 分で月 2 回の就業時間

を使って，3 ヶ月間の運動士による伴走支

援の介入を行なった. 参加した従業員は

本研究を通じて痩せたい，体力をつけたい，

痛みを削減したいといった想いを運動目標

として設定し，目標達成を目指して通勤時

間帯や勤務時間帯の休憩時間，その他時間

帯の中でも自ら工夫を凝らし，運動士の提

案メニューや各種アドバイスを受け止め，

意思を持って運動や食事などの改善を行っ

た.  これらに関して以下に考察する. 
 
4-1. 運動の促進について 
運動を生活パターンに組み込む行動プ

ランの提示は運動の継続に有意とされて

いる 12）.  
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本研究では, 勤務日の行動時間帯を把

握し（表 7），「個別運動メニュー表」の中

に具体的な運動実行パターンを運動士が

提示し（表 2），対象者が合意することで

その後の 2 週間の自主的な運動行動を促

した. 運動状況は健康管理アプリへの入

力結果や面談表への記入結果を見て把握

した上で，2 週間毎のリモート面談に対応

し，対象者とのコミュニケーションを通

じてできたことできなかったこと，阻害

要因などを踏まえ，運動メニューや実施

パターンの柔軟な修正なども行った. こ
のような対象者に寄り添った伴走支援に

より，対象者の自己効力感を高めながら

現実的な運動行動を促したものと考えら

れる.  
その結果，介入群-1 で運動未実施（ス

テップ 2）だった 3 名が運動を始め，定期

的に運動する段階（ステップ 4）に移行し

た対象者が新たに 3 名出てきた（表 8）. 
対象者の感想でも「運動士の伴走支援は

信頼できた」と「運動の励みとなった」が

5 点満点中平均点 4.3 点（図 7）であり，

運動士の伴走支援についての前向きな感

想（表 11）より，本プログラムは対象者

の運動を促進する効果があったと考えら

れる. 一方で，「歩く時間を取るのが難し

かった（特に夜など）」，「会社の休憩時間

にベランダで運動しているとき，1 人でや

る恥ずかしさがあった」，「仕事が忙しい

と仕事優先になって運動ができなくなっ

た. 仕事のストレスもある」，「ストレッチ

を会社でやろうという時間ややる気がで

なかった」などの感想（表 11）もあり，

日常生活において気づきやすいイベント

に行動を結びつける際，通勤時や帰宅時

など強制がなされない時間帯での設定が

重要であり 13），職場での運動については

運動プログラム実施や支援を行う制度な

ど，職場全体の環境によるサポートの必

要性がある 14）など，仕事や生活面での制

約に応じて本プログラムの改良とともに，

職場環境改善の必要性も浮き彫りとなっ

た.  
 
4-2. 減量・腹囲減の指導について 
事前（8 月 1 日）と事後（11 月 21 日）

に実施した体組成計測結果（平均）では，

介 入 群 の 減 量 幅 は マ イ ナ ス 1.3%
（0.9kg=69.7kg − 68.8kg）であった.  
一方，介入開始（9 月 1 日）時点から介

入終了（11 月 30 日）時点までの減量比率

（対象者が日々計測し，健康管理アプリ

に入力したデータ）の推移では平均マイ

ナス 2.1%の減量比率であった（図 6）.  
伴走支援では初回，2 回面談では軽度な

運動からまず始め，9 月は順調に減量し始

め平均マイナス 1%程度の減量比率とな

り，3 回，4 回面談では運動実行パターン

に沿ってなるべく定例化することを方針

とした指導を行った結果，介入者間での

体重変動のばらつき幅に安定が見られる

ようになった. しかし，10 月末で平均マ

イナス0.1%の減量比率まで揺り戻しが起

こったため，5 回，6 回面談では運動強度・

頻度を高めることを方針として指導を進

めた. 減量が進まない対象者には HIIT
（高強度インターバルトレーニング）をア

レンジした 5 分程度の運動をメニューに

取り入れ，実演を交え指導したところ，減

量に効果が出てきた. また，体重変動推移

グラフを無記名式で開示することで，全

 

員の減量推移を見える化（図 6）し，自分

の位置付けと比較できるようにした. こ
れが競争心を刺激し，運動モチベーショ

ンに刺激を与え（図 7），減量にも影響し

たと考えられる. また，11 月 21 日の事後

体力テストでは介入開始後 2 ヶ月半ぶり

の対面の場があったので，介入終了に向

けて対象者それそれに研究者から対面で

個々に激励を行った. 減量への追い込み

に多少なりとも影響があったと考える.  
食事に関しては，食事成分摂取量を2週

間毎に分析し，日々の食事入力データを

参照し，バランスよく食べることや夕食

の食べるタイミングの改善，血糖値を急

上昇させない食べ方などに重点をおいて

運動士から個別指導を行い，糖質・食塩摂

取量を減少傾向にさせることとなったと

考える（表 10）. 食事分析結果データは

個人別にも公開していたが，運動モチベ

ーション維持に役立ったとの回答は半数

であり（図 7），分析データを見るより運

動士の“食事指導内容がよかった（3.9 点）”

ようである.  
これらの運動と食事指導の結果，11 月

に再び減量傾向となり月末で減量平均が

マイナス 2.1％となったものと考える.  
減量した一方で体脂肪が増加した対象

者が 7 名中 6 名であった. 減量プログラ

ムでは，タンパク質の摂取が不足した場

合，運動による消費カロリー増加分を，脂

肪燃焼より先に筋肉を分解することによ

って補填される場合があることが報告さ

れている. 伴走支援の食事指導では肉，魚，

納豆，ゆで卵などタンパク質の摂取を

度々促したが，摂取が不十分であった可

能性が考えられる（カロママプラスの管

理者向けデータ表示は標準ではタンパク

質摂取量が表示されない仕様の為，デー

タ分析は未実施）.  
減量プログラムでのタンパク質摂取の

指導方法は，引き続き研究が必要である.  
 

4-3. 健康管理アプリの活用について 
健康管理アプリに入力されたデータの

活用は，運動士が従業員の日々の食事内

容や運動実績，体重変化を面談前にデー

タで共有でき，指導品質を向上させ，効率

的な指導に役立てることができた.  
カロママプラスを使った生活習慣改善

の先行研究では減量効果の有意性や身体

活動量の改善での効果が示された一方で，

データ入力を促すための対象者へのメー

ルや電話などの労力もあり，食事入力率

（88.2%），体重計入力率（79%），運動入

力率（40%）であったことも報告されてい

る 5). 減量プログラムでスマホアプリ活

用する場合，データ入力を対象者に慣れ

させるため，最初に容易な体重入力から

始め，慣れた後に食事入力を始める２段

階のやり方に効果があるとの報告 15)もあ

り，工夫が必要である.  
本研究では運動による減量目標達成を

目指す対象者が大半であったため体重・

運動入力率に高い傾向がみられた（表 6）.  
しかし，対象者がアプリ入力に慣れる

表 6 健康管理アプリへのデータ入力率
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表 6 健康管理アプリへのデータ入力率
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まで手間取り，毎日の活動状況によって

は，入力する時間が取れずタイミングを

逸してしまうケースもあった. また，アプ

リ上のデフォルトで登録されている食事

や運動の選択メニューなどでそのものズ

バリがなかったなど大変だったとの意見

もあり，対象者の日々のデータ入力は今

後の課題として検討を続けたい.  
 

4-4. 対面方式＋リモート方式について 
今回，初回面談は対面方式を採用した. 

対面の重要性については，例えば，高齢者

のフレイル予防における運動・食事改善

プログラムでは，対面指導とリモートの

組み合わせによる介入がリモートのみと

比べて筋力強化，体組成改善，エネルギ

ー・タンパク質摂取に効果があることが

報告されている 16).  
対面により，運動士が個々人の身体特

性を把握し，態度や雰囲気，会話の内容か

ら性格や感じ方，知性的な側面など多方

面から理解を深める機会となった. 対象

者からみても運動士に対する理解が深ま

り，互いの信頼感の形成に役立つ場にな

ったと考えられる.  
リモート面談方式については，運動士

が現場まで出向く時間が節約され，物理

的な制約を超えて自宅等から指導ができ

るメリットがあり，リモート会議環境が

あれば，全国どこでも指導ができる. 一方

で，画面を通して対象者の動きをチェッ

クする際，PC カメラの死角となる場合が

あるため，対象者側でカメラ周辺の環境

を整えておく必要がある 対象者からは

「運動の種類やり方を実際にやってみせ

ていただいたので，良かった. リモートで

も問題なかった」との感想であった（表

11）. 建設現場で勤務する従業員は現場ス

ペースや自宅からスマホを使って参加し

たケースもあった.
リモート会議システムは距離的・物理

的制約を超えて伴走支援の有効なツール

として位置付けることができると考える. 
 

4-5. アンケート結果について 
アンケート調査結果による生活習慣指

標，健康経営評価指標の事前事後の変化

は，実践研究協力企業の非介入群-1，非介

入群-２，介入群共通で「健康行動意識」

の向上傾向がみられた. 朝礼等で健康経

営推進に関する社長メッセージ発信，会

社広報での実践研究参加紹介記事掲載，

研究に参加する従業員らの生活習慣に関

する社内での会話などが影響しているも

のと考えられる.  
体力テストに関するアンケート結果に

よれば自身の体力の現状把握により，身

体に対する危機感，体力を向上させなけ

ればならないと思い，次回の体力テスト

で良い値を目指そうと思う結果などが運

動の促進に影響を与え，このような共通

の目標意識に伴う従業員同士のコミュニ

ケーションや積極的な行動が「職場の一

体感」や，「ウェルビーイング」にも影響

したと考えられる.  
介入群では同様の傾向に加え，朝食欠

食率，睡眠不足，心の健康，ワークエンゲ

ージメントにも改善傾向がみられた.  
非介入群-1，非介入群-2 と較べ，介入群

にこのような変化の傾向に違いがみられ

た. その要因は，運動士の伴走支援により

個々の従業員の健康に対する知識を高め，

 

意識に変化を芽生えさせ，運動や食べ物

選択の行動に前向きな影響が継続したた

めと考えられる.  
 

4-6. 就業時間の活用について 
時間の確保が難しい従業員に対し，企

業の協力を得て就業時間内で実施した運

動士面談（3 ヶ月間，2 週間毎に 1 人 1 回

30 分）は，対象者全員が全回数参加する

ことができた. 従業員の行動の阻害要因

には時間的制約，心理的制約があるが，経

営者が就業時間の一部の提供を許可した

ことで，これらの制約が一部解除された

と考える. 経営者のリーダーシップと職

場環境整備は健康づくりで重要な要素と

なる.  
 

５ 本研究の限界

本研究の限界は，対象者数が少なかっ

たことに加え，対象企業が建設施工会社

の従業員で職種も事務職，営業職，専門職

と多様であったこと，個人参加者（ソフト

ウエアエンジニア）を交えたこともあり，

仕事の特性や勤務形態の違いを踏まえた

検討がなされなかった. また，研究協力要

請に基づく対応であったため，介入群の

ランダムな割り付けはできていない. 今
回伴走支援に経験豊富な健康運動指導士

を選考の上，採用しその経験知見スキル

が活かされたが，今後，同レベルの者を確

保できるとは限らない.  
様々な企業に対して一般化するために

はこれらについてさらなる研究が必要と

なる.  
 
 

６．結論

 
本研究によって，企業に勤務する従業員

を対象に運動促進プログラムを設計し，健

康運動指導士による伴走支援を行った結果，

勤務日の様々な制約の中でも，従業員が身

体活動量を有意に増加させ, 減量, 腹囲減

にも効果が出る可能性が示唆された.  
従業員が具体的に行動し，結果を出せた

ことが確認でき，本研究の目的は達成した.  
しかし，研究計画や進め方などで課題も

多く発見され，今後，さらなる検討が必要で

あることも明らかになった.  
また, 並行して生活習慣指標，健康経営

評価指標の一部でも改善傾向がみられた. 
健康経営を推進する企業にとって, 運動

士の伴走支援が貢献する可能性があると

考えられ, さらなる研究を進めたい.  
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表 11 リモート運動プログラム参加者の意見や感想（1）
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表 11 リモート運動プログラム参加者の意見や感想（1）
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図 7 リモート運動プログラム参加者の意見や感想（2）
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